
,はじめに

近年,経営環凍の大きな変化が進む中で,雇用..人事管理に関する企業の戦

略が変化し1能力主義.成果主義を志向した賃金.処遇制度の導入一中途採用

者.非正規労働者の括用など人事管理の傭別化.多様化等が進むとともに,労

働者にも従前にもまして能力発揮意欲の高まり.が見られ,就業形態や就業意識

の多様化が逮んでい.る.また,このためl労働者の創迂的.専門的能力を発揮

できる自律的な働き方に対応した労働時間準軸の見直しの必要性か指癖されて
いるo このような状況変化の下で,労鹿当妻者が美質的に対等な立蕩で自主的

に労働条件を決定.し,また,pぬ争が生じた場合にはこれを迅速かつ薄正に解決

することかますます重要とな-りlその際に労使当事者の行為規範となり1紛争
処理の判断規範となる公正かつ透明なル-ルが必要となってきているD

-九労働契約に関する現行の絵律や判例法理に.よろル-ルは,労働契約関
係を取り巻く最近o11ごblような状況の変似こ+宙だ如応できfb-ないtと考えら

れるo

このような状祝の下,平成15年の労働基準法改正の際の衆参両院における附

帯決議ではI r労働条件の変更l出臥転籍など--労働契約に1,Vて包括的な法
律を策定するため,専円的な調査研窄を行う場を設けて積極赫こ検討を進め,
その結兵た基づき1法令上ゐ蕗置を含め必要な緒直を護ずることーJ.どされた-o

このため,本研究会においては.昨年.4月以降1労働契約に関する包括的な

ル-ルの整備.整理を行い,その明確化を図ることを目的として1今後の労働
契約法制の在り方について28回にわたって検討を行ってきたo

検討に当たっては,現在の我が国に串ける,人事管理に関する動向l就業形

態や労働者の就業意識に関する動向l労働契約をめぐる紛争やその解決の状況

など1労働契約関係や労使関係.を取り巻く実情を十分に踏まえる必要があるこ

とから-資律以外の分野を専門とする.有識者や労働契約をめぐる紛争解決の現

場に携わっている関係乱労廟組合や使用者団俸からのヒアリングも実施したo
また,本年4月13日にはそれまでの議論をvlったん整理し,今後の更なる検

討の方向性を示すものとしてr卑間取りまとめJを罪表し,広く国民からの意

見を募った.これに対しては5p57件の.意見が寄せられ-本研尭会では寄せられ

た意見も参考にしながら更に検討を行い,ここに最終報告書を取りまとめるに

至ったD

今後1この報告書をきっかけとして更に括発な議論が行われ,実りある労働

契約括制が実現することを期待したいo


